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　（3）しかし，一つの刑事件に多数者が関与しているときとか，多数者の刑事事件が実体
法上相互に関連するときは，甚だしく困難を生ずる。
　a）甚だ狭い見解によれば，証言拒否権は，証人がつねに第52条の親族関係に立つ＝被疑
者を顧慮する場合にのみ有効に行使される。ゆえに，被告席のA，BおよびCが故殺の共
犯のかどで責任を負わねばならない場合，Aの妻は，　BおよびCに関して，　Aに関する証
言拒否権を顧慮することなく供述義務を有する。したがって，彼女の証言拒否権は事実上
幻想となる。Aのためには，彼に対して供述が利用されないということによって，救済策
が講ぜられるべきである（85）。しかし，かかる見解は，裁判所を，できる限り避けるべき，
歪曲された，困難な心理状態に置くということを別として，証言拒否権の意味を決定する
上記1に述べられた視点が誤認されるという事実により蝉折する。
　b）通説は，特にライヒ裁判所の判決において明らかなように，正当にも別の途を選ぶ。
　　（α）特定の史的事件について係属せしめられた訴訟手続が，実体的に関連する犯罪行
為の被疑者としての多数者に向けられ，そして，証人が被疑者の中の一人に対してのみ第
52条の親族関係に立つとき，彼の証言拒否権は有効に発動する。かかる事情が全く確実に
見られるのは，第一に，証人が同一刑訴手続の断章において，同一刑事事件のかどで被
疑者とされた多i数者一その中に証人の親族が居る一と対立する場合である。連邦裁判所
（Bd，27S．512（314））は，「被疑者」という概念に関し，全く狭義に，証人の尋問が行わ
れる手続部分を目ざす傾向を示す。すなわち，かかる手続において，ここで今，親族に対
しても同時に不利益な供述をしなければならない場合にのみ，証人に第52条の適用を承認
する。かかる決定がライヒ裁判所の判決において賛同を得なかったのは当然である。ライ
ヒ裁判所の判決（Bd．27S，270，　Bd．32S．72，　Bd。533，550）から正当な見解が生まれた。
すなわち，同一の史的事件（実体的同一性）に関し，被疑者と解せられる多数者に関し，
訴訟上の「共同体」が一度でもできさえずれば（たとえば捜査手続の開始），たとえ刑事
訴訟の共同が解かれることがあっても，これらの各人が事件のその後の全訴訟的形成に対
して，依然として第52条の意味における被疑者である，と。ゆえに，Xに対し謀殺のかど
で裁判所の予審が開始され，予審の終結に際しXが死亡したが，ついで，手続が共犯者ま
たは庇護者たるYおよびZに及んだ場合，Xの妻はYおよびZに対して遂行される公判に
おいて，第52条第2号の証言拒否権を持つ（86）。A，　B，　C，　DおよびEに対し重大な治
安妨害のかどで捜査手続が開始され，A，　BおよびCがそれぞれ別々の告訴に基づき別々
の公判において確定判決を受け，最後にDおよびEも共同で告訴を受けるときは，Dおよ
びEに射して行われる公判において，A，　BおよびCの親族は第52条の証言拒否権を持つ
（87）。
　　（β）しかし，多数の被疑者の責に帰すべき刑事事件において，「実体的同一性」が欠
けるとき，したがって，個々の刑事事件が「行為」の同一性により相互に結合せず独立母
子の関係に立つときは，訴訟上の結合は，被疑者の一人に対しi親族関係に立つ証人に，す
べての被疑者のために証言拒否権iを与えるには十分でない。たとえば，A，　BおよびCが
同じ店で互に関係なしに窃盗を働いた。刑訴法第257条により同時審問のために手続が併
合され，A，　BおよびCに対し共同の公判において審問が行われるときは，彼らがこれら
の有責の窃盗行為を「行為関連」において犯したのでなければ，Aの妻はBおよびCに対
し供述をしなければならない（88）。
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　隠匿とその先行行為，庇護とその関連犯罪，同一構成要件実現に対する正犯および共犯
関係は常に「実体的同一性」の要素を示す。
　M．証人が，私人起訴原告または公訴参加人に対し第52条の意味における親族関係に立
つとしても，証言拒否権は生じない。しかし，私人訴訟原告が反訴によって被疑者となる
ときは，第52条の適用が許されるであろう（89）。
　B．個々の親族関係について留意すべき点：
　1．「許婚」は法律にも良俗にも違反しない双方的真摯な婚約である（9。）。許婚の公示
は要請されない。許婚および許婚者であることの概念は，刑法および刑事訴訟法の領域に
おいては，民法上有効な婚約の概念によって制約されることなく，自主的に，すなわち，
刑事法の独自の構成を顧慮して判断されるべきことはうイヒ裁判所が詳述するところであ
る（9τ）。絶対的婚姻障害は許婚の可能性を無条件に妨げる。ゆえに，’既婚者は婚約を有効
に与えることも受けることもできない（92）。ただ相対的婚姻禁止（93）は（特免の可能性に
より）必ずしも許婚に矛盾しない（94）。許婚は尋問の際に存在しなければならない（95）。
許婚の確認のために何が必要であるかは，裁判所の裁量に属する（96）。許婚が尋問の際に
解消しておれば，証言拒否権はもはや存しない（97）。
　E．配偶の概念もまた刑訴法独自の視点により構成されるべきである。ゆえに，形式の
完備した婚姻締結は「配偶者」の資格を基礎づけるのに十分である（98）。無効原因は妨げ
とならない。同じことが取消原因についてもいえる（99）。形式的視点の下に婚姻と呼ばれ
ないときはσ。。），かかる状態は機能を開始しない。
　皿．血族および姻族の基準を示すものは民法第1589条，1590条である。そのことは強行
性をもつ民法施行法第33条により明らかである。ゆえに，許婚および配偶の概念における
と異なり，刑訴関係における血族および姻族にあっては，独自の概念構成は可能でない
（民法施行法第33条は刑法典には言及しないから，刑法関係においては別である）。ゆえ
に，非嫡出子は刑訴法上は内縁の夫とは血族関係を有しない（｛oτ）。　同様に，養子縁組は
夫婦と他の夫婦の養子との間に姻族関係をもたらさないσ。2）。二人の姉妹の夫の間，二
人の兄弟の妻の間には，民法第1590条第1項により姻族関係は認められない（1。3）。
　C．証言拒否権の教示（第2項第1段）
　1．通説は昔から，第2項第1段所定の教示義務は裁判官による証人尋問にのみ適用さ
れるものであって，警察官および検察官による尋問には適用がないとの立場を採って来た
σ。4）。　証言拒否権が警察官および検察官に対して適用されるとすれば，教示義務規定一
それの遵守は，しばしば，証人が自己の拒否権を知っているか否かに係る一がこれらの官
庁に適用されない理由の理解に苦しむ。検察官は裁判官と同様に教示に対して適切である。
警察官は検察官の指揮下に活動することを要し，もちろん訴訟法の規定の適用を受けねば
ならない。第161条第2項，第165条第2項が，原則的にすべての手続部分に適用されるべ
き規定が適用可能であることを明示することは，後に制定された第136条aの特別の意義
から明らかである。反対解釈により，検察官および警察官に対する教示義務の自由を推論
しようとするのは誤りである。さらに，「秩序違反に対する法律」　（1925年3月25日）第
38条は，証人尋問に対する教示義務を瞭金手続において採用した。その際，尋問が行政官
庁により行われたか，警察官により行われたかは問題でない。しかし，賭金手続において
必要であり可能であるところのものは，まさしく，刑事手続において不可避であろう。刑
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訴法第252条に関連する多くの困難は，検察官および警察宮が教示義務に習熟するときは
解消するであろう。それらはすべて通説の放棄を物語るσ。5）。
　∬．（1）証言拒否権が存在するときは，教示が尋問の許可に対する前提であるσ。6）。
証人が幼・少年，知能薄弱その他により，教示の意味を理解することができない場合に，
教示義務が解消するか否かについては立証がなく，尋問を行う公務員については，しばし
ば，あいまさが見えるσ。7）。
　（2）尋問者の教示の方法は，その裁量による。親族関係が確認され，ついで，「汝は供
述を欲するか？」との質問を発するだけでは教示ではないσ。8）。証人が黙秘権を指示さ
れる場合にのみ教示といえる。
　（3）調書には教示を明記しなければならない。教示は刑訴法第273条第1項の意味にお
ける「主要な形式」である。公判における教示に対しても刑訴法第274条が適用される。
準備手続および予審においても調書の作製が必要である。たとえここでは，教示の行われ
たことが他の方法によって立証することが許されるとしてもσ。9）。教示に対する明示的
定式の指示が欠ける場合に，調書の思慮ある解釈により，教示が行われた事実を明らかに
することができることも注目に価する。
　（4）教示を欠く場合の結果
　（a）第251条の範囲における調書の朗読は許されないσ慣。）。教示義務違反の下に為さ
れた供述からは，法律上認められた証拠手段の性格が剥奪される。
　㈲　判決が教示義務違反の下に行われた供述に基づく限り，上告理由が与えられる。し
かも，裁判所が証言拒否権の要件を有責に誤認したか，責任なくて誤認したかは顧慮され
ないσ1り。教示の群羊に基づく手続は，使用不能であり，かつ，使用されなかったとい
うことが確認σ’2）されるか，　または，証人が自己の資格について教示を受けた場合にも，
証言拒否権を行使しないという明示の表示を後ですることによってのみ矯正されるσ哩3）。
　（5）誤った教示の結果
　（a）誤った教示は，実際に証言拒否権を有する証人が供述義務あるものと思い供述を行
うか，または，実際は証言拒否権を有しない証人が供述を行わないという結果を生ずる。
いずれの場合にも，誤った教示が訴訟違反として効果をもたらす。判決がこれに基づくこ
ともあり得る。
　（b）誤った教示は訴訟法上正当な結果を害しなければ無害である。たとえば，証言拒否
権を有する旨告げられた者が供述を行った場合の如き，または，証言拒否権が誤って血族
関係に基づくものとされたのが，実際は姻族関係に基づく場合の如きである。
　還．教示は「各尋問」に先立って行うことを要するから，あらたな尋問が同一尋問段階
で行われるか，後刻の尋問段階で行われるかを問わず，反復を強いられる。後刻の尋問に
おける教示の欠鉄により，前の尋問も，たとえそこでは教示があったとしても，利用でき
なくなるσ14）。準備手結において証言拒否権を放棄して為された裁判官による調書のため
の供述が，証人の死亡により，その後の尋問に対して不可能となるときは，公判における
調書の朗読は差し支えないのみか，第251条第1項第1号により明示的に承認されている
σ蛋5）。
　未だ免除されない証人が新たに召喚されて尋問を受けるときは，たとえそれが新たな公
判期日に行われたとしても，反復された審問が同一尋問の関連部分と見なされ，前後の尋
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問が一つの全体とされるのであるから，新たな尋問は生じない（1鷹6）。　しかし，更新され
た，すなわち，刑訴法第229条の11日の期間後に新たに開始された公判において行われる
尋問は，新たな教示を必要とする「新たな」尋問である。
　D．第52条所定の証言禁止を刑訴法が如何に重大視するかは，第2項後段が，証人は証
言拒否権の放棄の表明を，いつでも取り消すことができることによって，これを示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　未　完
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　註
　（1）被告人Angeschuldigteと称するのは，公訴提起の目的となった被疑者Beschuldigteを，公
判被告人Angeklagteと称するのは，公判手結開始決定の目的となった被疑者または被告人をいう
　（刑訴法第ユ5ワ条）。
　（2）KM．　Newman　Das　englisch－amerikanische　Beweisrecht　S．ワ4，ワ5。
　（3）Belingは，彼のいわゆる「消極的共同訴訟」　（Beling　S．ユ29）において，共同訴訟そのものか
らは，特別の供述拒否または宣誓禁止は生じない，ということを明言して，共同被疑者を「他の仲間に
関係ある事件において」証人として利用せしめようとする。しかし，彼の見解は貫かれない。刑事訴
訟法（第48条以下，第133条以下）により，被告人と証人とが有する基本的に異なる地位に関して，
RGSt　Bd．52　S．158は，刑事手続において，何人も同時に被疑者（被告人，公判被告人）および証人た
り得ないとの原則を定立した。専ら共同被疑者の一方による犯罪に関する場合にも，同一手続において，
他方の共同被疑者が，前者の証人の役割を果たすことは，既にRGSt　Bd　6　S．279（281）により拒否さ
れた。
　（4｝RGSt　Bd．2ワS．512，1．6we－Rosenberg　S。16819，　v．　HipPel　S．596，Rosenfeld　Reichsstra－
fprozeβS．140　Anm．1，HipPel　Das　deutsche　Strafverfahren　S．269／ワ0，derselbe　Grundriβ
S．10ワ，1（ern　Strafverfahrensrecht　S．88，　Schleswig－Ho王stein　OLG，　DRechtspr　W　（450）B1。
1ワzud．
　（5）E．Schmidt　Lehrkommentar　zur　Strafprozess　Ordnung　S．102．
　（6）Rosenfeld　ReichsstrafprozeβS．114，　Kern　Strafverfahrensrecht　S．88，Beling　S．295，
Henkel　GrundriB　S．10ワ，：L6we－Rosenberg§584　N．5，　Graf　zu　Dohna　S．228．反対JR　1950
S．106。
　（7）RGSt　Bd．2S．584，　Bd・25　S』ワ，　S．186略公訴参加人に証人の役割を与うべしと判示した。
特にこれに同調するのは，Rosenfeld　Nebenklage（1900）S・150　ff・，同じくRechtstrafprozeβ
S．118，：Lucas－D廿rr　S．4ユ9，　Feisenberger　Vorbem．2d　vor§48，　Schwarz　Vorbem．2vor
§48，v．　HipPel　S．396，　Exner　S・51，　Erbs§48】V・KMR　Vorbem・4evor§48・しかし，刑
事訴訟法第39ワ条，公判における証人の役割の困難がこの説を阻む。
　（8）E．Schmidt　S．105，最近は，公訴参加人は証人たりないという正当な見解が現われている。し
かし，Peters　S・26ワ／8は再び異説。
　（9）RGSt　Bd．29　S．256，：Lδwe－Rosenberg　S．1ワ0，　v．　HipPel　S．396，　KMR　Vorbem．46　vor
§48，Erl）s§48W，　Henkel　GrundiriβS．106．
　Binding　S．296は，証人として尋問を受けた検察官による検察官の機能の続行が許されるものと解
する。
　（1①　E．Schmidt　a．a．0．
　（描　RGSt　Bd．24　S．296（29ワ）．
　（12　RGSt　Bd．55　S．219．
　（1紛　L6we－Rosenberg　S．！70　unter　5d．
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（1のこの問題を最：も基本的かつ生産的に取り扱っているのはGallas　ZStW　Bd．55　S．256　ff．，264　ff．
である。なおGraf　zu　Dohna　JW　1952　S．5674．
（15｝
（16）
（1の
（18｝
（19｝
prozeβrecht　S．145，
Deutsches　Straf－prozeβrecht　Bd．丑S．25　ff．，　Petters　S．65　ff．，　Hegler　Arch．　Ziv　Praxis　Bd．
　104S．157　ff．
　⑳　RGSt　Bd。52　S．289（犯罪の嫌疑ある証人），Bd．55　S．595（精神病による禁治産者），　Bd．55
S・405（思考の自由を欠く聾唖者），Bd．54　S．工07（精神疾患の共同公判被告人），　Bd．57　S．！86（精
神病者），GA　Bd　59　S．151（子供），　Bd．63　S．529（親族）。
　証言能力の問題については，L6we－Rosenberg　S．167／8，　v．　HipPel　S．596，　Alsberg　Bewei鴫n－
trag　S．152　ff．，1（ern　Sしrafverfahrensrecht　S．87／8，　Peters　S．26ワ．
　⑳　E．Schmidt　S．106
　（22）E．Schmidt　a．a．0
　（劉　Lδwe－Rosenberg§165亙；RGSt　Bd．2ワS．ユ53（155　ff．），　Bd．52　S．269（2ワ1），　Bd．58
S・573（5ワ4），Bd．59　S．189（190　ff）；特にK：aufmann　Der　polizeiliche　Eingriff　in　Freiheiten
und　Rechte　1951　S．85．
　（24）RGSt　Bd．15　S．426（450／1）．
　㈱　同問題については，連邦法により明定する緊急の必要があるとされる（E．Schlnidt）。部分的に
は邦法が問題解決を試みた。たとえば，§1ワdes　preuβ．　PolVerwGes．これについては，　K：aufmann
a．a．0．，　Henkel　Strafverfahren　S．266（zu　Anm，4）．
　（26）E．Schmidt　a．a．0．；文献Seeling　Lehrbwch　der　K：rilninobogie　2．　AufL　l951　S．210　ff．；
Groβ一Seeling　Handbuch　der　Kriminalistik　I　1942；Monkem611er　Psychologie　und　Psycho－
pathologie　der　Aussage　1950；P⊥aut　Der　Zeuge　und　seine　Aussage　im　Strafprozeβユ931；
HeUwig　Psychologie　und　Vernehrnungstec1真inik　4．　Aufl．ユ951；Gruhle　Artikel，，　Zeugen－
aussagen　vQn　Kindern　und　Jugendlichen，　eld。　S．1140　ff．；Kern　Strafverfahrensrecht　S．96
ff．；Peters　S．289　ff．。
　（2のRGSt　Bd．40　S．138（140）が単純な手結による証人召喚を第245条の意味における有効な召喚
と見なしたのは正当である。
　⑱　RGSt　Bd．55　S，255；L6we－Rosenberg§48　N，1，　KMR§48　N．2a　und　b。
　特に本案裁判における如く，召喚に対する単純即時の指示の可能性が問題となるときは，常に，形式
的な文書の送達による召喚が適当である　（Richtlinien　fUr　das　Strafverfahren，　AIIgem．　Verf。
des　RJMIn　vom　15．4．1955，　Nr．171．）
⑳
（30）
（31）
e②
㈱
RGSt　Bd．22　S．198，　Bd．59　S．554，　L6we－Rosenberg　S．170．
E．Schmidt　a．a．0．
Rosenfeld　ReichsstrafprozeβS．140，　Kohlrausch　Vorbem．　l　vor§48．
Graf　zus　Dohna　S．ユ05，　Kern　Strafverfahrensrecht　S．8ワ．
Alsberg　Beweisantrag　S．140　ff．，　Goldschmidt　ProzeβS454　ff。，　Goldschmidt　Ziviレ
　　　 　　　　　　Rosenberg　Lehrb．　S．556　ff．，　L6we－Rosenberg　S．工66　ff，，　Rosenfeld
RGSt　Bd．35　S．255（aE）
これに反し，L6we－Rosenberg§48　N・2は証明事項の指示を適切とは見ない。
LOwe－Rosenberg§48　No　5　und　KMR§48　N，5
L6we－Rosenberg　a．a．0．
Scbwarz§49　N．1，　KMR§49　N．2，　L6we－Rosenberg§49　N．3．　Abweichende　Mei一
nung　Feisenberger　§49　N．1．
　図Erbs§4g　Iはこれを許さない。　Schwarz§49：N．2は，ボン憲法第60条第4項はこれらの処
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分と矛盾しないがゆえに，刑事訴訟法律51条第1項第2段に規定された強制収用を除いて適用を許すも
のと解する。
　飼　E．Schmidt　S．108．
　倒　訴追不可能性は，不可侵権により保護される者が責任を問われる場合にのみ断固として効力を発
揮する（Bochkelmann　Die　Unverfolgbarkeit　der　Abgeordneten　nach　deutschen　ImmUnitat－
srecht　1951　S．45）．
　G7）Bockelmam　S．60
　劔　Schwarz§49　N．1
　㈲　同旨：LOwe－Rosenberg§49　N．1（far　die　Verh藏ltnisse　des　Reichs；異説Schwarz
§49N．1．）
　㈹　KMR§50　N．1，　Schwarz§50　N，1．
　⑳　KMR§50　N．2，　Feisberger§50　N．8；異説Erbs§50豆，Schwarz§50　N．1B．
　（42）Schwarz§50　N．1BおよびErbs§5町により主張される反対意見は，第5項の回避とな
り，　そして，第50条は政府閣員に身分上与えられた特典を意味するという誤った解釈に基づく
（E．Schmidt）．
　㈹　第4項がそれを明示する。旧法によればこの問題は争われた。RGSt　Bd．26　S．254．
　但4）L6we－Rosenberg§50　N．5．
　㈲　L6we－Rosenberg§51　N．5，　KMR§51　N．5，　Schwarz§51　N．　IA，　Beling　S．505．
　㈹　Alsberg　Entsch．　I　Nr．1ワ8；GVG§165　Abs．3；L6we－Rosenbeエg§51　N．2und　5．
　（姻　Alsberg　Entsch．　I　Nr．1ワワ（犀KG　in　GA　Bd．69　S．250）．
　⑱　L6we－Rosenberg§51　N．5，　KMR§51　N．5b，　Schwarz§51　N．　IA，　Erbs§51皿．
但9）L6we－Rosenberg§51：N．5unter　Bezugnahme　auf　OLG　KI6nigisberg　lur　W　1930
S．2598．
　㈲　Art．五der　V．0丘ber　Verm6gensstrafen　und　Buβen　vom　6．2．1924．
　（51）　Rosenfeld　ReichsstrafprozeβS．141．
　（圃　同旨：L6we　Rosenberg§51　N．ワ，　KIMR§51　N．5a；Schwarz§51　N．14
　6鋤　Alsberg　Entsch．1Nr．182a．
　㈱　L6we－Rosenberg§51　N．12，15；KMR§51　N．6
　（55）OLG　Hamm：HESt　Bd．5S．8．
　鯛　E．Schmidt　Teil　I　Nr．15ワff；（第49条に対する説明およびそこに引用されたBockelmann
の叙述）；KMR§51　N．9．
　働　L6we－Rosenbergは高等法院の判決に関して，召喚を回送させる証人の義務を承認しなかっ
た；E．Schmidt　S．112
　6鋤　Alsberg　Entsch．　l　Nr．180．
　國　Alsberg　Entsch．1Nr．1ワ9．
　6①　Alsberg　Entsch．1Nr．1ワ8．
（61）0：LG　Hamm　HESt　Bd．5S．8（極めて正当である）。
　圃　L6we－Rosenberg§51　N．15，§155　N．5C；Schwarz§51　N．　IB．
　㈹Alsberg　Entsch．　I　Nr．181，0LG　Hamm　MDR　1950　S．1ワ9，K：MR§51　N．ワ，Schwarz
§51N．1B，　L6we－Rosenberg§51　N．1ワ．
　㈹　Alsberg　Entsch，　I　Nr．181．
圃　Maurach　Deutsches　Strafrecht，　Besond．　Tei11952　S．504．
　㈹　今日の通説である。Maurach　S．505　ff・；Mezger　Strafrecht（Studienbuch）皿（Besond．
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Tiei12．　Auf1．1951）S．217　ff；derselbe：Leipziger　Kommentar§155　Anm．2b；Welzel
Deutsches　Strafrecht　2．　Aufl．1949　S．249；Kohlrausch－Lange　StGB　59．／40　Aufl．　Vorbem．
Wvor§153；Sch6nke§154　W；主観的理論の立場に立つものNiethammer　Lehrb・des　Besond．
Teil　1950　S．65；Reichsgerichtは必ずしも明らかでないが，やはり一般に客観的見解を承認した。
RGSt　Bd．ワ6　S．94（96），　BGHSt　Bd　I　S．26，148（149）．
　（6の　L，6we－Rosenberg　S．182　unter　4b，　Ger玉and　S．202
　㈱　ESchmldt　Teil　I　Nr．5ワユ；Beling　S．289　ff．，506　ff；derselbe　Die　Bewe三sverbote
als　Grenzen　der　Wahrheitserforschung　in　Strafprozess　1905；RGSt　Bb．48　S．269（2ワ2）．
　㈹　Beling　S．291．
　㈲　Sauer　Allgemine　Prozeβrechtsrehre　S．158．
　σD連邦裁判所はMDR　1950　S．180（月刊独逸法）において，第55条が第52条，第55条と対立する
のではなく，第53条と共に第52条と対立するものであることを誤解し，ついで，第252条が第52条乃至
第55条の間に何らの差異も認めないことを看過する。
172）
σ3）
㈱
㈲
㈲
BGHSt　Bd．1　S．54（57）．
RGSt　Bd．48　S．269，　Bd．71　S．21．
BGSt　Bd．48　S．269（2ワ0）．
L6we－Rosenberg§51　N．4；Schwarz　§51　N．　IA；Kohlrausch§52　N．1．
L6we－Rosenberg　Vorbem．10　vor§52；Kohlrausch§52　N．10；Henkel　Strafverfa一
hren　S．2ワ4；Schwarz§52　N．1B，　BGHSt　Bd．63　S．302．
　㈱　BGHSt　Bd．38　S．256（257）；Schwarz　§52　N．1Bund　StPO§244　Abs　5　nebst　Erl琶u－
terung　dazu．
　α9》　Beling　S．50ワ．
　（79連邦議会の議員の証言拒否権についてはBGG　Art．4ワ；邦憲法における照応規定は，たとえぼ，
Baden　Art．ワ0，　Bayern　Art．29，　Berlin　Art．55　Abs．2，　Bremen　Art．96　Abs．1，　Hessen　Art．
97，：Niedersachsen　Art．16，　Nordheim－Wesfalen　Art．49　Abs．1，　Rheinland－Pfalz　Art．95
Abs．1，　Schleswig－H：olstein　Art．ユワAbs．5，　W茸rtenberg－Baden　Art．6ワAbs．1，　W茸rten－
berg－Hohenzo11ern　Art．41　Abs．1
　（8①　RGSt　Bd．65　S．582（588）．
　（81）Goldschmidt　DJZ　l925　Sp．529はそのことを適切に述べてRGSt　Bd．55　S．20を拒否して
いるのは正当である。同じ意味においてBuchwald　SIZ　1949　Sp．560ffは納得の行く説明を以って
RGの実i務に反対の立場をとる。　Frhr．　v．　Godinは彼に同調。しかし，　BGH　in　NIW　1952　S．ワ55
は甚だ疑わしいRGの判決を固執。　Beling　S。291　Anm．1，　L6we－Rosenberg　Vorbem．ユ6　vor
§52もまた，ここに述べられた見解とは反対。
侶2）
（83）
侶哩）
（85＞
（86）
（87＞
Schwarz§52　N，2，　Lδwe－Rosenberg§52　N．4
RGSt　Bd．16　S．154
RGSt　Bd．27　S．312（514），　Bd．5S．16エ．
Bennnecke－Beling　S．549，350，　Beling　S．506　Anm．1，　Gerland　S．205．
たとえばRGSt　Bd．55　S．550の場合
RGSt　Bd．2ワS．2ワ0；L6we－Rosenberg　§52　N．5a；Feisenberger§52　N．5，　KMR
§52N．2，　Schwarz§52　N　2　B，　Erbs§52　W．
　（8鋤RGSt　Bd・16　S・154・L6we－Rosenberg§52　N・56，　Schwarz§52　N．2B．　KMR§52
N．2．
（89＞L6we－Rosenberg§52　N・5d，　Schwarz§52　N，2（von　A），Bayer．　ObLG　in　JurW　1926
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S．1926．
　⑳　RGSt　Bd．35　S．49，　BGHSt　Bd．58　S．242（245），　Bd．ワl　S．ワ0．
　翻　RGSt　Bd．55　S．49（51），　Bd．38　S．245．ゆえに，相手方の未成年は許婚の承認に，実体刑法
の意味においても，刑事訴訟法の意味においても矛盾しない。同旨RGSt　Bd．58　S・245および通説。
　㊤2）RGSt　Bd．14　S．ワ，　Bd．24　S．155〔15ワ〕，　Bd．55　S。215．
　（93）以前のBGB§1512現在のEhegesetz§6．
　㊨の　RGSt　Bd．40　S．421．
　（95》OGHSt　Bd．2S．1ワ5．
　鯛　OGH　a．a．0．
　（9の　RGSt　Bd，51　S．142；RGSt　Bd．71　S．ユ52〔154／5〕．
　（9鋤　RGSt　Bd．56　S．42ワ（428／9）．
　（9窃Sch6nke　StGB§52　W　4；RGSt　Bd．41　S．115が重婚について，　RGSt　Bd．4ワS．286が
悪意の欺岡のかどで解消された婚姻について詳説したところは現行婚姻法においても注目すべきである。
Schwarz§52　N．5B．　KMR§52　N．2，　Erbs§521V　Zitt　2．
（工00）、、Nichtehe”：Baumbach　ZPO§41　Anm．2B．
（101）　RGSt　Bd．41　S．115；anders　f菰r　StGB§§52，24ワAbs．1，2，265　Abs．5：RGSt　Bd．ワ2
S．524，Bd．76　S．242，　Bd．7ワS．59．
（102）RGSt　Bd．50　S．75；L6we－Rosenberg　§52　N．8C；Schwarz　§52　N．5C．
（105）同旨RGSt　Bd．15　S．78，しかし，民法第ユ590条の解釈でなく，刑法第52条の解釈の下に実体
的刑法に対して。
（104＞RGSt　Bd．ワO　S．5008；RG　in　IurW　1956　S．5008（検察官による尋問に教示義務なし）；
OGHSt　Bd．1S．299（502）；L6we－Rosenberg　§52　N．9a；KMR　§52　N．5；Schwarz　§52
N，4A，　Henkel　Strafverfahren　S．2ワ4；BGH：St　Bd．2S．104．
（105）　E．Schmidt　S．　U9．
（106）v．K：ries　S．558；事実上同旨Scnwarz§52：N．4B（教示の欠獣による違法尋問）；：L6we－
Rosenberg§52　N．12，　KMR§52　N．5；Rosenfleld　ReichsstrafprozeβS．145．
（10ワ）RGSt　Bd．45．598および通説；但し，異説K：ries　S．558．
（108）Freisberger§52　N．ユ5；L6we－Rosenberg§52　N．9C　ullter　Hinweis　anf　RG　in　Jur
W1924　S．1609．
（109）L6we－Rosenberg§52　No．ユ0；K：MR§52　N．5；K：ohlrausch　§52　N．8，　Feisberger
§52N．14；v．　Kries　S．558．
（110）RGSt　Bd．20　S．186
（111）RGSt　Bd．9S．384（586），　Bd．29　S．551；L6we－Rosenberg§52：N．12；K：MR§52　N．5
および通説。
（112）　RGSt　Bd．29　S．551．
（U5）v．　K：ries　S．558が，証人が教示がなくても供述拒否権を知っていたという証人の表明を同列に
置いたのは正当（E．Schmidt）；L6we－Rosendefg§52　N．12；RGSt　Bd．25　S．262；甚だ抗論
の余地あるものRGSt　Bd，16　S．2ユ4．
（ユ14）L6we－Rosenberg§52　N．1L
（115）v．Kries　S．559による反対の説明は理解し難く，正当にもし6we－Rosenberg§52：N．11に
より否定されている。E．Schmidt　S．122．
（116）RGSt　Bd．12　S．405（406）．
